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季節調整済指数）が変更されています。



鉱工業指数 （４月）

　公共工事請負金額は総額約３０９億円、対前年同月比５６.４％減と
なり、２か月連続で前年を下回っている。

　業務用建築物着工工事費は総額約１７５億円、対前年同月比
３４.２％減となり、２か月連続で前年を下回っている。

専 門 量 販 店 販 売 額 （４月）

　コンビニエンスストア販売額は総額約１６８億円、対前年同月比
０.１％減となり、２か月振りに前年を下回った。

家電大型専門店は総額約３４億円（対前年同月比８.５％減）、
ドラッグストアは総額約７３億円（同８.８％増）、ホームセンターは
総額約６２億円（同０.７％増）となっている。

１　本県の経済概況

個別判断 概　　要

(1)　個人消費 弱い動きがみられる。

乗 用 車 新 規 登 録 台 数 （５月）

(2)　建設需要 公共工事、民間需要はともに前年を下回っている。

　新規登録台数は４,７９１台、対前年同月比６.０％減となり、８か月連
続で前年を下回っている。
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業務用建築物着工工事費 （４月）

(3)　生産活動
一部に弱い動きがみられるものの、持ち直しの動きが
続いている。

鉱工業出荷指数（季節調整済指数・速報値）は８０.９、対前月比１.３％
減となり、３か月振りに前月を下回った。

鉱工業在庫指数（季節調整済指数・速報値）は９９.９、対前月比１.４％
増となり、４か月連続で前月を上回っている。

鉱工業生産指数・季節調整済指数(速報値)は８３.９、対前月比
２.４％減となり、３か月振りに前月を下回った。
　なお、原指数（速報値）は８０.２、対前年同月比３.３％減となり、４か月
連続で前年を下回っている。

公 共 工 事 請 負 金 額

（４月）

コンビニエンスストア販売額 （４月）

百貨店・スーパー販売額
全店舗ベースで総額約２０２億円、対前年同月比０.０％（既存店前
年同月比２.３％減）となっている。

新 設 住 宅 着 工 戸 数 （４月）

（５月）

　新設住宅着工戸数は１,１７４戸、対前年同月比１９.９％減となり、
３か月連続で前年を下回っている。
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個別判断

求 人 倍 率

（４月）

（４月）

新規求人倍率は２.０５倍（季節調整値）、前月から０.０１ポイント低下
し、２か月振りに前月を下回った。

　有効求人倍率は１.５３倍（季節調整値）、前月から０.０２ポイント上昇
し、２か月連続で前月を上回っている。
 　なお、有効求人数は３か月連続で、有効求職者数は６か月連続で
前年を下回っている。

（４月）

概　　要

(4)　雇用・労働 改善が続くものの、一部に弱い動きがみられる。

常用雇用指数は１０２.２、対前年同月比１.４％増となり、
平成２８年９月以降、前年を上回る動きが続いている。

所定外労働時間指数は９７.７、対前年同月比１０.４％増となり、
４か月連続で前年を上回っている。

(5)　物　　価
企業物価指数、消費者物価指数はともに前年を上回
る動きが続いている。

福島市消費者物価指数 （４月）

　 物価指数は１００.８、対前年同月比０.５％増となり、平成２８年
１１月以降、前年を上回る動きが続いている。なお、対前月比は
０.２％減となっている。

国 内 企 業 物 価 指 数 （５月）

物価指数は１０１.１（速報値）、対前年同月比２.７％増となり、平成
２９年１月以降、前年を上回る動きが続いている。なお、対前月比
は０.６％増となっている。

貸 出 約 定 平 均 金 利 （４月）

　 平均金利は０.８７６％となり、前月より０.００５ポイント下降し、
５か月連続で前月を下回っている。

企業倒産件数は前年を上回ったが、負債総額は前年
を下回った。預金残高は前年を下回ったが、貸出残
高は前年を上回った。

企 業 倒 産 （５月）

(6)　企業・金融
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倒産件数は７件、対前年同月比１６.７％増となり、２か月連続で
前年を上回っている。
負債総額は３億４,３００万円、対前年同月比６７.４％減となり、
２か月振りに前年を下回った。

金 融 機 関 預 貸 残 高 （４月）

預金残高は９兆９,１４７億円、対前年同月比１.７％減となり、
２か月振りに前年を下回った。

※備考 指標名の色について、前年と比較（求人倍率については、前月と比較）して、改善している指標は緑字、悪化して
いる指標は赤字、同水準である、または個別には判断のつかない指標は灰色で表しています。

　 雇用保険(基本手当基本分)受給者実人員は５,４４８人、対前年同
月比１.７％減となり、３か月連続で前年を下回っている。

雇用保険受給者実人員

労　働
現金給与総額指数は８３.８（事業所規模5人以上)、対前年同月比
１.２％減となり、９か月連続で前年を下回っている。なお、事業所規模
３０人以上は８６.１、対前年同月比１.７％増となった。

貸出残高は４兆５,４２２億円、対前年同月比１.９％増となり、
平成２５年６月以降、前年を上回る動きが続いている。

判断の変化方向
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２　主な指標の動き

（１）　個人消費

百貨店・スーパー販売額(４月)は全店舗ベースで総額約２０２億円、対前年同月

比０.０％となっている。

内訳をみると、百貨店は前年同月比７.１％減、スーパーは同１.１％増となっている。な

お、百貨店・スーパー販売額の既存店ベースは同２.３％減で、内訳は百貨店が同７.１％

減、スーパーが同１.５％減となっている。

【百貨店・スーパー販売額(旧大型小売店販売額）】
調査対象となる百貨店３店とスーパー９４店(４月末現在）の総販売金額です。既存店ベースの前年同
月比とは、前年同月も調査の対象であった店舗のみを比較するものです。過去１年間に開・廃業した店
舗の販売額は除かれているので、前年と同一条件で消費動向をみることができます。
なお、平成２７年７月分から、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターとの重複是正を行った
ため、平成２７年６月分以前の月間販売額などとの間に不連続が生じています。なお、前年(同期、同
月)比は、ギャップ調整のためリンク係数で処理した数値で計算しています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）
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コンビニエンスストア販売額(４月)は総額約１６８億円、対前年同月比０.１％減とな

り、２か月振りに前年を下回った。

【コンビニエンスストア販売額】
商業動態統計の業態別販売額では、百貨店・スーパー販売額に次ぐ規模であり、平成２７年７月分か
ら都道府県別に販売額が公表となりました。店舗数は百貨店・スーパーにくらべ約９倍となっており、消
費者に身近な店舗として存在感を増してきています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）

（販売額、百万円)（販売額、百万円)
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専門量販店販売額(４月)は家電大型専門店は総額約３４億円、対前年同月比
８.５％減となり、９か月連続で前年を下回っている。

ドラッグストアは総額約７３億円、対前年同月比は８.８％増となり、平成２８年４月以降
前年を上回る動きが続いている。

ホームセンターは総額約６２億円、対前年同月比０.７％増となり、２か月連続で前年
を上回っている。
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【専門量販店販売額】
家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンター販売額は、平成２６年１月分から「専門量販店販売
統計」として開始された統計です。家電大型専門店は比較的高額な耐久財を扱っていたり、ドラッグスト
アやホームセンターは家庭用品や日用雑貨等多品目を扱っていたりと消費者の生活にあわせた商品
を販売しているため、消費動向をみるうえで注目される指標となってきています。

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）

（資料 経済産業省）
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乗用車新規登録台数(５月)は４,７９１台、対前年同月比６.０％減となり、８か月連続

で前年を下回っている。

　内訳をみると、全車種で前年を下回った。

【乗用車新規登録台数】
乗用車の購入により、運輸支局及び軽自動車検査協会に登録された台数です。耐久消費財の販売
動向を消費側からとらえた統計です。自動車を購入した際には必ず登録をするため網羅性があり、速
報性もあります。3月や9月の決算期には台数が多くなるなど、顕著な季節性があります。

（資料 東北運輸局、全国軽自動車協会連合会）

（資料 東北運輸局、全国軽自動車協会連合会）
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新設住宅着工戸数(４月)は１,１７４戸、対前年同月比１９.９％減となり、３か月連続

で前年を下回っている。

（２）　建設需要

【新設住宅着工戸数】
家やマンションを建てる時に、建築主から都道府県知事にその旨を届けた戸数を集計したもので、住
宅投資の動きを示す代表的な指標です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標のため速報性があり
ます。所得・地価・建築費・金利などに敏感に反応して動きます。また、政府の景気対策で「住宅ローン
減税」のような政策の影響も受けます。

（資料 国土交通省）

（資料 国土交通省）
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公共工事請負金額(５月)は総額約３０９億円、対前年同月比５６.４％減となり、

２か月連続で前年を下回っている。

　内訳をみると、国の機関は３か月振りに、地方の機関は４か月連続で前年を下回った。

【公共工事請負額】

国、地方公共団体、独立行政法人等が発注した公共工事のうち、保証事業会社の保証による公共工

事について、保証事業会社が請負金額を取りまとめて集計したもので、発注者ごとに分かります。

（資料 東日本建設業保証株式会社）

（資料 東日本建設業保証株式会社）

5

（請負金額（12か月平均）、百万円）
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業務用建築物着工工事費(４月)は総額約１７５億円、対前年同月比３４.２％減と

なり、２か月連続で前年を下回っている。

【業務用建築予定金額】
建築主が建築物を建築しようとする場合は、その旨を都道府県知事に届けなければならず、この届出
をもとに集計したものが建築物着工統計です。進捗ベースではなく、着工ベースの指標のため速報性
があります。「業務用」とは、全建築物から居住専用と居住産業併用を除いたもので、企業の設備投資
を反映します。

（資料 国土交通省）

（資料 国土交通省）
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鉱工業在庫指数(４月)は季節調整済指数９９.９（速報値）、対前月比１.４％増とな
り、４か月連続で前月を上回っている。

　なお、原指数は９６.３（速報値）、対前年同月比５.０％増となり、２か月連続で前年を上

回っている。

鉱工業出荷指数(４月)は季節調整済指数８０.９（速報値）、対前月比１.３％減とな
り、３か月振りに前月を下回った。業種別にみると、１９業種のうち情報通信機械工業や
電子部品・デバイス工業などの１２業種で前月を下回った。
　なお、原指数は７８.２（速報値）、対前年同月比４.２％減となり、２か月連続で前年を下
回っている。

鉱工業生産指数(４月)は季節調整済指数８３.９（速報値）、対前月比２.４％減とな
り、３か月振りに前月を下回った。業種別にみると、１９業種のうち情報通信機械工業や

化学工業などの１３業種で前月を下回ったものの、電気機械工業やはん用・生産用・業

務用機械工業などの６業種で前月を上回った。

　なお、原指数は８０.２（速報値）、対前年同月比３.３％減となり、４か月連続で前年を下

回っている。

（３）　生産活動

【鉱工業指数】
鉱工業製品の生産量、出荷量、在庫量を基準年を100として（平成22年=100）指数化したものです。好
況時にはモノがよく売れ、企業が製品を増産するため生産、出荷とも上昇します。景気が悪化してくると
モノが売れなくなるため出荷の減少、在庫の増加局面を経て生産の減少に至ります。

（資料 福島県統計課）
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【原指数と季節調整済指数】
鉱工業指数の原指数は、指数作成用データをそのまま指数化したもので、大型連休や決算期等の季
節的要因の影響を受けて、毎年一定の変動を繰り返しています。長期的な動向をみる場合は、主に原
指数の前年同月比が使用されます。
一方、季節調整済指数は、原指数から季節的要因を取り除き、毎月同じ基準で指数の動きがみられ
るようになっており、直近の動向をみる場合は、主に季節調整済指数の前月比が使用されます。

【前月比と前年同月比】
前年の同じ月と比較した増減を示す「前年同月比」は量的水準の変動を示し、前月と比較した増減を
示す「前月比」は直近の変化方向（瞬間風速）を示します。経済統計には季節性を持つものがあり、単純
に前月と比較できない場合があるので、季節調整値で前月比を求める場合と、季節性のない統計（例：
金利等）では季節調整をかけずに前月比をとる場合があります。
鉱工業指数では原指数の前年同月比で１年前の水準との違いをみて、また、季節調整済指数の前
月比で直近の動きをみるというように複合的に利用します。

（資料 福島県統計課）
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（4）　雇用・労働

新規求人倍率(４月)は２.０５倍（季節調整値）、前月から０.０１ポイント低下し、

２か月振りに前月を下回った。

有効求人倍率(４月)は１.５３倍（季節調整値）、前月から０.０２ポイント上昇し、

２か月連続で前月を上回っている。

　なお、有効求人数は４２,７８５人（対前年同月比０.１％減）となり、３か月連続で前年を

下回っている。一方、有効求職者数は３０,４７７人（同５.０％減）となり、６か月連続で前

年を下回っている。

【新規求人倍率と有効求人倍率】
「新規求人」とは、当月受け付けた求人を指し、前月から未充足のまま繰り越された求人と新規求人を
合わせたものを「有効求人」といいます。同様に、「新規求職」は当月受け付けた求職をいい、「有効求
職」は前月から繰り越された求職と新規求職の合計です。有効求人倍率が低いと求職者の割には求人
数が少なく雇用情勢が悪化しており、反対に倍率が高いと雇用情勢が良いことを示します。雇用情勢
の最新の動きをみるには新規求人倍率をみます。なお、求人倍率は、求人数÷求職者数となりますが、
通常公表されている求人倍率は季節調整値のため一致しません。

（資料 厚生労働省、福島労働局）

（資料 厚生労働省、福島労働局）
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現金給与総額指数（名目）(４月)は８３.８(事業所規模５人以上)、対前年同月比
１.２％減となり、９か月連続で前年を下回っている。なお、事業所規模３０人以上は
８６.１、対前年同月比１.７％増となった。

雇用保険(基本手当基本分)受給者実人員(４月)は５,４４８人、対前年同月比
１.７％減となり、３か月連続で前年を下回っている。

【現金給与総額指数】
現金給与総額とは、賃金、給与、手当、賞与など労働の対価として使用者が労働者に支払った給与
すべてを合計したもので、所得税、社会保険料等を差し引く前の金額です。これを基準年を100として
（現在は平成27年=100）指数化したものです。一般に、賞与のある6、7月や12月は指数が高くなる季節性
があるため、前年同月比でみることが必要です。

【雇用保険受給者実人員】
雇用保険の被保険者が離職後、再就職先が見つからないために失業等給付を受け取っている人の
数です。失業動向を示すもので、受給者の増加は雇用情勢の悪化を示します。景気の動きと逆に動き
ます。

（資料 厚生労働省、福島労働局）

（資料 厚生労働省、福島県統計課）
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　常用雇用指数（４月）は１０２.２、対前年同月比１.４％増となり、平成２８年９月
以降、前年を上回る動きが続いている。

所定外労働時間指数（４月）は９７.７、対前年同月比１０.４％増となり、４か月連続
で前年を上回っている。

【所定外労働時間指数】
所定外労働時間とは、残業や早出・休日出勤などのことです。これを基準年を100として（現在は平成
27年=100）指数化したものです。景気が良くなると、生産活動が活発化し、残業時間の増加で対応する
ことから、景気に敏感に反応します。

【常用雇用指数】
常用雇用者とは、事業所に雇われている人の数で、一般労働者のほかパートタイム労働者を含み、
基準年を100として（現在は平成27年=100）指数化したものです。求人や求職のような希望の数を表すも
のと違って、実際に雇われている雇用情勢の実態を表します。

（資料 厚生労働省、福島県統計課）

（資料 厚生労働省、福島県統計課）

< 毎月勤労統計（常用労働者）…次のいずれかに該当する者 >

① 期間を定めずに、又は１か月を超える期間を定めて雇われている

②日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている者のうち、調査期間の前2か月にそれぞれ18日以上雇い入れられた者
< 雇用保険の適用条件 >
①１週間の所定労働時間が20時間以上 ②３１日以上の雇用見込みがある

（前年同月比、％）
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福島市消費者物価指数(総合)(４月)は１００.８、対前年同月比０.５％増となり、
平成２８年１１月以降前年を上回る動きが続いている。なお、対前月比は０.２％減となっ
ている。
生鮮食品を除く総合では１００.６、対前年同月比は０.５％増となっている。
また、生鮮食品及びエネルギーを除く総合では１００.７、対前年同月比は０.１％増となっている。

国内企業物価指数(５月)は１０１.１（速報値）、対前年同月比２.７％増となり、
平成２９年１月以降前年を上回る動きが続いている。
　なお、対前月比は０.６％増となっている。

（５）　物価

【国内企業物価指数】
出荷や卸売り段階での企業間の取引価格の動きを示す指標で、景気動向に敏感に反応します。景
気が過熱してモノの需給が引き締まると、企業物価は上昇します。逆に不況期には下落します。日本
は原材料を多く輸入に依存しているため、海外市況や為替相場に左右されやすい側面もあります。

【消費者物価指数】
消費者が平均的に購入する商品やサービスを基準年を100（平成27年=100）とし、物価がどのように変
化しているかを指数化したものです。また、生鮮食品は天候などの要因によって価格が大幅に変動す
るため、他の商品やサービスの価格動向が見えにくくなるため「生鮮食品を除く総合」でみることもあり
ます。また、税制や社会保障制度の変更や原油等のエネルギー価格の動向が影響を及ぼすこともあり
ます。

（資料 日本銀行）

（資料 総務省統計局）
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企業倒産(５月)は、件数が７件、対前年同月比１６.７％増となり、２か月連続で前年
を上回っている。また、負債総額は３億４,３００万円、対前年同月比６７.４％増となり、２か
月振りに前年を下回った。
   倒産件数を業種別にみると、卸売業、サービス業他が各２件、建設業、製造業、小売
業が各１件となっている。

預金残高(４月)は総額９兆９,１４７億円、対前年同月比１.７％減となり、２か月振りに

前年を下回った。

（６）　企業・金融

【企業倒産】
法的な定義はなく、官庁統計に集計したものはありません。民間信用調査機関ごとに定義を設けて集
計しています。「法的整理（破産や会社更生手続、民事再生手続等）」と「任意整理（銀行取引停止処分、内
整理）」の大きく２つに分けることができます。

【預金残高】
預金残高の増減は金融機関の信用力と関係し、経営破綻が相次いで信用不安が起きれば、預金が
流出します。法人預金は売上げ低迷による余資の減少や、預貸相殺の動きが続くと減少し、個人預金
は収入が落ち込むと減少します（増加する場合は、前文と逆のことが言えます）。

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）

（資料 東京商工リサーチ）
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前年同月比（全 国）
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貸出約定平均金利(４月)は、０.８７６％、対前月差０.００５ポイント下降し、５か月連

続で前月を下回っている。

貸出残高(４月)は総額４兆５,４２２億円、対前年同月比１.９％増となり、

平成２５年６月以降前年を上回る動きが続いている。

【貸出残高】
景気拡大期には企業が設備投資を増やし、資金需要が拡大するため貸出残高は増加します。法人
向けは企業が新規借入よりも債務の返済を優先させたり、金融機関が不良債権処理を優先させたりす
ると、貸出は減少します。個人向けは住宅ローン等が堅調だと増加します。

【貸出約定平均金利】
金融機関が過去に貸し出しを行った際の貸出金利を現在の貸出残高で加重平均したもので、銀行
融資の金利を示す指標です。

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）

（資料 日本銀行、日本銀行福島支店）
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円相場(５月)は１０９円６９銭（期中平均値）、前月より２円２６銭円安となっている。

（７）　市場

日経平均株価(５月)は２２,５９０円０５銭（期中平均値）、前月より７２１円２６銭高とな

り、２か月連続で前月を上回っている。

【日経平均株価】
日本経済新聞社が東京証券取引所第一部に上場している225銘柄（定期的に入れ替え）を対象に平
均金額を算出したもので、株式市場全体の株価水準を示す代表的な指標です。株価が上昇すると、企
業資産の含み益が増え、企業活動に好影響を与えます。また、株式取引に直接参加していない経営
者にも心理的に大きな影響を与えるため、景気の先行指標といわれます。

【円相場】
円とドルの交換比率（対ドルの為替レート）です。為替レートは商品の値段を決めるときと同様に需給バ
ランスで決まります。その通貨を必要とする人が増えれば値上がりしますし、減れば値下がりします。為
替レートの変動は、外国貿易を行っている企業に直接的な影響を及ぼし、「円高」では輸出業者が損を
して輸入業者が得をしますし、「円安」の場合は逆になります。また、円高になると輸入品価格が低下し、
物価下落の要因となる。一方、輸出価格が上昇し、国際競争力を低下させます。円相場は、日本経済
全体に多大な影響を与えるため、政府・日銀が介入する場合もあります。

（資料 日本経済新聞）

（資料 日本経済新聞）
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３　主要経済指標
個人消費

福島県 福島県 全　国 全　国

全店舗 既存店 全店舗 既存店
（百万円） （百万円） （億円） （億円） （百万円） （億円） （百万円） （億円） （百万円） （億円）

253,955 - 200,491 - - 109,957 51,081 42,467 75,209 53,609

252,711 - 195,979 - 209,793 114,456 49,960 41,830 78,886 57,258

250,808 - 196,025 - 207,906 117,451 49,094 43,115 83,518 60,580

29年 Ⅰ 61,389 - 47,545 - 48,963 27,400 13,089 10,698 19,769 14,159
Ⅱ 61,094 - 47,156 - 51,747 29,209 10,779 9,809 20,762 15,161
Ⅲ 61,693 - 47,802 - 54,929 31,057 12,759 11,320 22,072 15,530
Ⅳ 66,631 - 53,522 - 52,267 29,785 12,467 11,288 20,915 15,730

30年 Ⅰ 61,577 - 47,743 - 48,575 27,968 12,658 10,926 20,915 15,203

29年 1月 21,327 - 16,743 - 16,357 9,160 5,006 3,716 6,865 4,723
2月 18,921 - 14,493 - 15,344 8,542 3,490 2,960 6,509 4,555
3月 21,141 - 16,309 - 17,262 9,698 4,593 4,022 6,395 4,880
4月 20,188 - 15,581 - 16,860 9,514 3,664 3,316 6,672 4,953
5月 20,942 - 15,881 - 17,714 9,965 3,581 3,236 6,895 5,124
6月 19,964 - 15,694 - 17,173 9,731 3,534 3,257 7,195 5,084
7月 21,348 - 17,179 - 19,170 10,763 5,203 4,595 7,401 5,383
8月 21,433 - 15,655 - 18,527 10,513 4,012 3,567 7,582 5,199
9月 18,913 - 14,968 - 17,232 9,781 3,544 3,158 7,089 4,948
10月 20,426 - 15,888 - 17,526 9,982 3,558 3,105 6,815 5,047
11月 20,418 - 16,713 - 16,734 9,524 3,707 3,436 6,910 5,020
12月 25,787 - 20,921 - 18,007 10,279 5,202 4,748 7,190 5,663

30年 1月 21,328 - 16,826 - 16,190 9,323 4,886 3,821 7,363 5,053
2月 19,025 - 14,565 - 15,121 8,675 3,344 3,073 6,793 4,844
3月 21,224 - 16,351 - 17,264 9,969 4,428 4,032 6,759 5,307
4月 20,181 - 15,564 - 16,842 9,721 3,354 3,342 7,260 5,337
5月 - - - - - - - - - -

2.6 0.7 1.3 0.4 - 5.5 5.7△        6.3△        3.7 6.4

0.9 0.6 0.4△        0.9△        - 4.1 2.2△        1.5△        4.9 6.8

0.8△        1.3△        0.0 0.0 0.9△        2.4 1.7△        3.1 5.9 5.4

29年 Ⅰ 1.8△        1.8△        1.5△        1.5△        0.4△        2.5 3.3△        1.5 5.5 3.0
Ⅱ 1.0△        1.0△        0.1 0.2 0.5△        3.2 3.2△        1.1 6.5 5.6
Ⅲ 0.0 0.5△        0.7 0.7 1.0△        2.4 2.2 5.8 6.5 6.6
Ⅳ 0.2△        2.0△        0.7 0.6 1.7△        1.4 2.7△        3.7 4.9 6.1

30年 Ⅰ 0.3 1.9△        0.4 0.4 0.8△        2.1 3.3△        2.1 5.8 7.4

29年 1月 0.9△        0.9△        1.0△        1.1△        0.5 3.3 4.0△        0.6△        7.0 5.4
2月 3.4△        3.4△        2.6△        2.7△        1.8△        0.8 5.9△        1.0△        5.3 1.3
3月 1.3△        1.3△        0.9△        0.8△        0.0 3.2 0.4△        5.4 4.2 2.5
4月 0.7△        0.7△        0.8 1.0 0.0△        3.3 1.2 5.7 5.4 5.5
5月 1.8△        1.8△        0.6△        0.6△        0.2△        3.6 4.5△        0.4 7.0 5.8
6月 0.5△        0.5△        0.1 0.2 1.2△        2.9 6.0△        2.4△        7.0 5.6
7月 0.7 0.5 0.2△        0.2△        0.1△        3.1 10.9 9.4 7.8 6.3
8月 0.2 0.3△        0.7 0.6 2.4△        1.9 3.1△        5.4 4.8 5.8
9月 0.9△        1.7△        1.8 1.9 0.4△        2.1 3.0△        1.2 7.1 7.8
10月 1.5△        2.6△        0.5△        0.7△        2.6△        0.6 5.3△        0.6△        5.7 4.9
11月 0.1△        2.1△        1.4 1.4 1.4△        1.8 1.8△        5.6 3.9 6.6
12月 0.7 1.4△        1.2 1.1 1.2△        1.8 1.5△        5.3 5.3 6.8

30年 1月 0.0 2.1△        0.5 0.4 1.0△        1.8 2.4△        2.8 7.3 7.0
2月 0.5 1.7△        0.5 0.6 1.5△        1.6 4.2△        3.8 4.4 6.3
3月 0.4 1.8△        0.3 0.1 0.0 2.8 3.6△        0.2 5.7 8.7
4月 0.0△        2.3△        0.1△        0.8△        0.1△        2.2 8.5△        0.8 8.8 7.8
5月 - - - - - - - - - -

旧大型小売店販売額

経済産業省｢商業動態統計｣

※四半期値のⅠ期は１～３月期、Ⅱ期は４～６月期、Ⅲ期は７～9月期、Ⅳ期は10～12月期を表す。

対前年同月（期）比（％）

区分
1 百貨店・スーパー販売額 3　家電量販店販売額

2　コンビニエンスストア
販売額

4　ドラッグストア販売額

平成27年　

福島県

28年　

29年　

年月

資料

全　国

平成27年　

28年　

29年　

備考

福島県 全　国福島県 全　国

出所
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29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

個人消費 建設需要

（百万円） （億円） （台） （千台） （戸） （戸） （百万円） （億円） （百万円） （億円）

68,665 33,012 70,106 4,209 15,568 909,299 796,151 139,678 162,163 84,800

68,377 33,090 68,188 4,140 18,422 967,237 857,830 145,395 146,534 88,740

68,906 32,942 71,117 4,381 14,710 964,641 620,302 139,081 156,191 96,873

15,459 7,245 22,322 1,339 3,280 223,290 160,367 29,549 39,821 23,559

18,148 8,785 16,680 1,005 3,529 249,916 217,877 48,251 44,087 23,821

16,799 8,192 16,664 1,065 3,930 246,924 129,938 37,573 36,342 25,495

18,500 8,720 15,451 972 3,971 244,511 125,702 28,319 35,941 23,998

15,089 7,223 21,366 740 2,910 205,045 146,778 24,938 30,721 23,718

5,706 2,433 5,555 343 975 76,491 57,473 6,997 19,353 8,298

4,440 2,189 6,377 413 1,132 70,912 42,569 7,693 6,660 9,156

5,313 2,623 10,390 583 1,173 75,887 60,325 14,859 13,808 6,106

6,170 2,962 4,996 297 1,465 83,979 51,925 20,646 26,624 7,381

6,430 3,125 5,097 312 1,068 78,481 70,878 12,421 8,482 7,547

5,548 2,698 6,587 396 996 87,456 95,074 15,185 8,981 8,892

5,967 2,910 5,517 357 1,234 83,234 48,833 12,888 9,336 7,026

5,818 2,775 4,670 291 1,288 80,562 34,568 11,494 9,849 8,673

5,014 2,507 6,477 417 1,408 83,128 46,537 13,191 17,158 9,796

5,413 2,599 5,260 310 1,553 83,057 51,507 11,712 11,107 8,666

5,852 2,750 5,353 332 1,164 84,703 33,898 8,633 13,934 8,794

7,235 3,371 4,838 330 1,254 76,751 40,297 7,973 10,900 6,538

5,271 2,415 5,544 339 1,028 66,358 41,291 6,101 8,075 7,681

4,365 2,175 6,067 401 1,072 69,071 37,561 6,139 9,178 8,465

5,453 2,633 9,755 562 810 69,616 67,926 12,697 13,468 7,572

6,215 2,976 4,912 305 1,174 84,226 50,166 21,777 17,526 8,084

- - 4,791 307 - - 30,892 12,857 - -

対前年同月（期）比（％）

2.2△        1.3△        7.3△        10.3△       2.7 1.9 20.7△      3.8△        11.9△    6.5

0.4△        0.2 28.0△      1.6△        18.3 6.4 7.7 4.1 9.6△     4.6

0.8 0.4△        1.9 5.8 20.1△      0.3△        27.7△      4.3△        6.6 9.2

1.3 0.7△        4.5△        7.8 16.9△      3.2 4.8△        9.9 49.6 11.9

0.6△        0.4△        4.5△        13.2 28.6△      1.1 14.2△      2.6 7.1 1.1

0.1△        0.1 10.4△      4.1 18.7△      2.4△        46.5△      7.9△        39.0 7.0

2.6 0.8△        13.7 1.5△        15.5△      2.5△        37.2△      1.1 31.7△    5.9△        

2.4△        0.3△        3.2△        2.7△        11.3△      8.2△        8.5△        15.6△       22.9△    1.2△        

2.6 0.0 0.6△        4.6 15.3△      12.8 8.5△        7.1 72.6 27.7

2.5△        2.0△        0.8 8.2 15.5△      2.6△        78.0 10.4 39.3△    25.4

3.2 0.3△        11.6 9.6 19.4△      0.2 26.2△      10.9 210.6 14.7△      

3.2 0.4 5.6 10.5 21.4△      1.9 25.1△      1.7 107.6 14.1

0.4△        0.7△        10.1 13.4 33.5△      0.3△        22.0△      8.5 56.7△    8.5△        

4.8△        0.8△        15.0 15.1 32.4△      1.7 1.3 0.6△        2.5 1.7△        

1.0 0.9△        3.2 2.6 26.4△      2.3△        7.2△        5.4△        20.9 18.9

0.9△        0.2△        6.6 4.1 24.7△      2.0△        67.9△      7.9△        34.5 2.5△        

0.4△        1.6 3.9 5.3 2.7△        2.9△        43.8△      10.4△       54.5 20.2

3.0△        5.1△        0.5△        1.1△        10.7△      4.8△        25.2△      3.9 68.0△    22.9

0.4 0.5 4.4△        2.6△        16.8△      0.4△        27.7△      5.0 65.5 24.0

9.2 1.6 3.9△        0.8△        19.8△      2.1△        52.3△      6.4△        15.3 5.5△        

7.6△        0.7△        0.2△        1.1△        5.4 13.2△       28.2△      12.8△       58.3△    7.4△        

1.7△        0.7△        4.9△        2.8△        5.3△        2.6△        11.8△      20.2△       37.8 7.5△        

2.6 0.4 6.1△        3.6△        30.9△      8.3△        12.6 14.5△       2.5△     24.0

0.7 0.5 1.7△        2.6 19.9△      0.3 3.4△        5.5 34.2△    9.5

- - 6.0△        1.5△        - - 56.4△      3.5 - -

乗用車、軽自動車の計 持家、貸家、給与住宅、分譲 年表示は、年度ベース

住宅の計 国の機関と地方の機関の計

経済産業省｢商業動態統計｣

6　乗用車新規登録台数 7 新設住宅着工戸数 8 公共工事請負金額
 　9業務用建築物
    着工工事費

5　ホームセンター販売額

全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国

国土交通省「住宅着工統計」
東日本建設保証㈱「公共工事前払
金保証統計」

国土交通省「建築着工統計」

対前年同月（期）比（％）

全建築物から居住専用住宅、居住
産業併用住宅を除いたもの

福島県

東北運輸局
全国軽自動車販売連合会　資料
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29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

生産活動

福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国 福島県 全国 福島県 全　国

季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数 季調値 季調値 原指数 原指数

- - 88.1 97.8 - - 84.3 96.9 - - 99.5 113.0

- - 85.1 97.7 - - 82.1 96.3 - - 103.9 110.9

- - 85.2 102.0 - - 82.9 100.1 - - 95.4 109.0

85.2 100.0 87.5 101.0 82.3 98.5 84.4 101.0 98.4 108.3 99.6 107.2

85.1 101.8 83.5 99.6 83.0 99.9 81.5 96.4 94.3 110.2 91.3 108.6

85.1 102.3 84.2 102.1 82.3 100.5 81.6 100.2 94.5 107.7 95.2 109.5

85.3 103.9 85.8 105.1 83.7 101.3 84.2 102.6 94.3 110.0 95.4 110.9

82.5 102.5 84.0 103.4 80.5 100.2 81.9 102.5 97.4 110.9 98.5 109.7

82.7 99.5 78.0 92.7 80.4 98.0 75.0 91.8 99.9 107.6 102.0 110.3

85.3 100.5 85.9 98.6 82.6 98.9 82.9 97.4 98.6 108.2 100.5 109.3

87.6 100.0 98.6 111.8 83.8 98.6 95.4 113.9 96.7 109.2 96.2 101.9

86.7 102.9 82.9 98.2 84.2 100.4 81.6 94.5 95.1 110.9 91.7 105.7

85.7 100.7 80.5 94.8 83.1 98.9 77.8 91.3 94.3 110.7 91.7 110.5

83.0 101.9 87.1 105.8 81.8 100.5 85.2 103.5 93.5 108.9 90.4 109.5

84.4 101.6 85.8 103.1 82.0 100.1 83.3 100.4 94.5 108.2 93.3 110.4

85.1 102.9 79.4 97.1 82.7 101.6 77.2 94.9 94.4 107.6 96.1 111.1

85.7 102.3 87.3 106.1 82.2 99.8 84.2 105.2 94.5 107.4 96.3 107.0

84.1 102.8 84.7 104.5 83.0 99.4 84.0 99.8 94.3 110.5 95.5 112.1

85.0 103.5 85.7 105.4 83.9 101.3 83.6 103.1 94.6 109.8 94.6 112.2

86.7 105.4 87.0 105.3 84.2 103.3 85.0 104.9 94.0 109.8 96.2 108.4

80.1 100.7 77.0 95.4 79.2 98.7 75.2 93.8 96.7 109.3 98.8 112.0

81.5 102.7 80.6 100.2 80.4 100.3 79.1 98.1 97.0 109.9 98.9 111.1

86.0 104.1 94.5 114.5 82.0 101.5 91.4 115.5 98.5 113.5 97.8 105.9

83.9 104.6 80.2 100.8 80.9 103.1 78.2 97.9 99.9 112.8 96.3 107.5

- - - - - - - - - - - -

- - 5.0△    1.2△    - - 8.2△    1.3△    - - 2.8△    3.2

- - 3.4△    0.1△    - - 2.6△    0.6△    - - 4.4 1.9△    

- - 0.1 4.4 - - 1.0 3.9 - - 8.2△    1.7△    

1.3 0.2 1.9△    3.5 0.1△    0.1△    0.8△    3.6 2.5△    0.7 6.3△    4.3△    

0.1△    1.8 0.5 5.6 0.9 1.4 1.7 5.2 4.2△    1.8 11.7△  1.7△    

0.0 0.5 1.1 4.0 0.8△    0.6 0.9 3.8 0.2 2.3△    9.0△    2.6△    

0.2 1.6 1.1 4.6 1.7 0.8 2.3 3.1 0.2△    2.1 5.8△    2.2

3.3△    1.3△    4.0△    2.4 3.8△    1.1△    3.0△    1.5 3.3 0.8 1.1△    2.3

1.1△    1.1△    5.9△    2.8 2.4△    0.9△    4.6△    4.0 0.5 0.3 3.8△    5.1△    

3.1 1.0 3.0△    4.3 2.7 0.9 1.5△    3.6 1.3△    0.6 6.0△    3.9△    

2.7 0.5△    2.6 3.3 1.5 0.3△    3.1 3.5 1.9△    0.9 9.2△    4.0△    

1.0△    2.9 0.9 5.7 0.5 1.8 2.0 5.0 1.7△    1.6 11.7△  1.1△    

1.2△    2.1△    3.1 6.2 1.3△    1.5△    3.9 5.4 0.8△    0.2△    12.2△  1.3△    

3.2△    1.2 2.2△    5.2 1.6△    1.6 0.4△    5.3 0.8△    1.6△    11.3△  2.8△    

1.7 0.3△    0.7 4.5 0.2 0.4△    1.3 4.1 1.1 0.6△    9.2△    2.3△    

0.8 1.3 0.6 5.0 0.9 1.5 0.3 5.8 0.1△    0.6△    9.1△    2.9△    

0.7 0.6△    1.9 2.5 0.6△    1.8△    0.8 1.6 0.1 0.2△    8.5△    2.5△    

1.9△    0.5 1.2 5.7 1.0 0.4△    4.1 2.8 0.2△    2.9 7.3△    1.9

1.1 0.7 1.2△    3.6 1.1 1.9 0.1 2.4 0.3 0.6△    4.8△    2.8

2.0 1.8 3.3 4.5 0.4 2.0 2.8 4.3 0.6△    0.0 5.1△    1.9

7.6△    4.5△    1.3△    2.9 5.9△    4.5△    0.3 2.2 2.9 0.5△    3.1△    1.5

1.7 2.0 6.2△    1.6 1.5 1.6 4.6△    0.7 0.3 0.5 1.6△    1.6

5.5 1.4 4.2△    2.4 2.0 1.2 4.2△    1.4 1.5 3.3 1.7 3.9

2.4△    0.5 3.3△    2.6 1.3△    1.6 4.2△    3.6 1.4 0.6△    5.0 1.7

- - - - - - - - - - - -

福島県：平成22年＝100 福島県：平成22年＝100 福島県：平成22年＝100

福島県統計調査課「福島県鉱工業指数月報」

経済産業省「鉱工業指数」

対前年同月（期）比（％）

10 鉱工業生産指数 11 鉱工業出荷指数 12 鉱工業在庫指数

対前月（期）比

全国：平成22年＝100

対前月（期）比 対前年同月（期）比（％）対前月（期）比 対前年同月（期）比（％）

全国：平成22年＝100 全国：平成22年＝100
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29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

雇用・労働

（倍） （倍） （倍） （倍） （人） （千人） （人） （千人） （人） （千人）

1.96 1.80 1.46 1.20 43,059 2,374 29,569 1,979 6,282 442

1.91 2.04 1.42 1.36 41,784 2,530 29,417 1,866 6,155 409

1.98 2.24 1.45 1.50 42,803 2,696 29,454 1,793 6,316 383

1.96 2.14 1.44 1.44 43,883 2,708 29,123 1,792 5,780 364

1.97 2.23 1.45 1.49 42,061 2,641 31,721 1,910 6,459 376

1.95 2.25 1.45 1.52 41,785 2,666 29,413 1,773 6,894 411

2.09 2.36 1.48 1.57 43,482 2,771 27,560 1,696 6,129 382

2.03 2.35 1.50 1.59 43,507 2,827 27,721 1,704 5,553 344

1.96 2.14 1.44 1.43 41,639 2,592 27,236 1,716 5,736 372

2.05 2.13 1.44 1.44 44,065 2,725 28,765 1,780 5,722 359

1.88 2.14 1.45 1.45 45,946 2,807 31,367 1,880 5,883 360

1.92 2.17 1.45 1.47 42,844 2,677 32,095 1,940 5,540 338

2.06 2.28 1.45 1.49 41,367 2,615 31,954 1,921 6,895 392

1.92 2.24 1.44 1.50 41,973 2,632 31,114 1,869 6,942 399

1.90 2.26 1.44 1.51 41,043 2,617 29,672 1,785 6,868 400

1.97 2.22 1.45 1.52 41,723 2,661 29,314 1,767 7,225 430

1.99 2.27 1.46 1.53 42,589 2,720 29,253 1,766 6,590 403

2.03 2.35 1.47 1.55 44,232 2,800 28,957 1,769 6,477 401

2.07 2.34 1.48 1.56 43,797 2,787 27,678 1,707 6,159 384

2.17 2.38 1.50 1.59 42,417 2,725 26,045 1,611 5,752 360

2.04 2.34 1.51 1.59 42,190 2,750 26,252 1,641 5,743 356

2.00 2.30 1.49 1.58 43,767 2,839 27,298 1,690 5,421 340

2.06 2.41 1.51 1.59 44,563 2,893 29,614 1,781 5,495 337

2.05 2.37 1.53 1.59 42,785 2,786 30,477 1,867 5,448 326

- - - - - - - - - -

対前月（期）（ポイント） 対前年同月（期）比（％）

0.04 0.14 0.05 0.11 0.1 4.3 2.9△        5.4△        6.7△        7.1△        

0.05△      0.24 0.04△      0.16 3.0△        6.6 0.5△        5.8△        2.0△        7.3△        

0.07 0.20 0.03 0.14 2.4 6.6 0.1 3.9△        2.6 6.4△        

0.01△      0.01 0.00 0.03 1.9 6.2 0.7△        4.4△        1.7△        8.5△        

0.01 0.09 0.01 0.05 2.4 6.4 1.7 4.1△        3.9 6.6△        

0.02△      0.02 0.00 0.03 3.0 6.3 0.0△        3.8△        3.6 6.8△        

0.14 0.11 0.03 0.05 2.4 7.4 0.6△        3.2△        4.4 3.5△        

0.06△      0.01△      0.02 0.02 0.9△        4.4 4.8△        4.9△        3.9△        5.3△        

0.03 0.02△      0.00 0.00 0.1△        6.8 0.3 4.1△        0.5△        8.6△        

0.09 0.01△      0.00 0.01 1.6 5.9 1.6△        4.9△        3.2△        9.3△        

0.17△      0.01 0.01 0.01 4.2 6.1 0.7△        4.3△        1.4△        7.7△        

0.04 0.03 0.00 0.02 2.3 6.0 0.6 4.6△        2.8△        8.4△        

0.14 0.11 0.00 0.02 3.3 6.7 2.7 3.7△        9.2 3.7△        

0.14△      0.04△      0.01△      0.01 1.7 6.5 1.8 4.0△        4.7 7.9△        

0.02△      0.02 0.00 0.01 1.8 6.3 0.6 4.2△        5.0 6.5△        

0.07 0.04△      0.01 0.01 4.1 6.4 0.3 3.7△        4.5 6.9△        

0.02 0.05 0.01 0.01 3.0 6.1 1.0△        3.5△        1.4 6.9△        

0.04 0.08 0.01 0.02 3.4 7.2 0.0 3.0△        5.3 2.7△        

0.04 0.01△      0.01 0.01 1.0 6.8 0.7△        3.4△        5.5 3.3△        

0.10 0.04 0.02 0.03 3.0 8.1 1.1△        3.2△        2.3 4.5△        

0.13△      0.04△      0.01 0.00 1.3 6.1 3.6△        4.4△        0.1 4.3△        

0.04△      0.04△      0.02△      0.01△      0.7△        4.2 5.1△        5.1△        5.3△        5.3△        

0.06 0.11 0.02 0.01 3.0△        3.1 5.6△        5.2△        6.6△        6.4△        

0.01△      0.04△      0.02 0.00 0.1△        4.1 5.0△        3.7△        1.7△        3.6△        

- - - - - - - - - -

学卒を除きパートを含む。

新規、有効求人倍率の年値は原数値、各月の値は季節調整値　四半期値は各期ごとの平均 四半期値は各期ごとの平均

福島労働局職業安定部「最近の雇用失業情勢について」、「雇用失業情勢」

対前年同月（期）比（％）

13 新規求人倍率 14 有効求人倍率 15 有効求人数 16 有効求職者数
   17 雇用保険受給者
       実人員

福島県 全　国福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国

- 22 -



29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

雇用・労働 物価

22 国内企
業物価指数

（％） （％）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 23.4 30.5 100.0

99.8 100.6 91.8 98.5 100.1 102.1 23.1 30.7 96.5

99.3 101.0 89.0 99.5 101.3 104.7 22.6 30.8 98.7

86.0 86.3 89.5 99.7 100.6 102.9 22.4 30.8 97.9

101.6 104.0 88.5 99.1 101.2 104.7 22.3 30.5 98.4

95.3 97.0 85.4 97.0 101.9 105.4 22.5 30.7 98.8

114.2 116.7 92.8 102.4 101.5 105.9 23.3 31.1 99.7

83.3 87.5 91.5 98.5 100.9 105.0 24.3 30.9 100.3

85.6 86.1 86.2 96.4 100.6 103.2 22.3 30.9  97.7

85.0 83.9 89.2 99.1 101.0 103.0 23.0 30.9  97.9

87.3 88.9 93.1 103.6 100.3 102.6 22.0 30.7  98.2

84.8 87.8 88.5 103.6 100.8 104.2 22.0 30.3  98.4

86.2 86.1 86.9 96.4 101.4 104.7 22.5 30.5  98.4

133.9 138.2 90.0 97.3 101.4 105.1 22.3 30.7  98.5

113.7 118.3 84.6 98.2 102.0 105.4 22.3 30.7  98.7

89.1 87.4 83.1 93.6 102.0 105.3 22.2 30.7  98.8

83.1 85.3 88.5 99.1 101.7 105.5 23.1 30.8  99.0

84.4 85.3 91.5 100.9 101.7 105.7 23.1 30.9  99.4

86.9 88.7 93.8 102.7 101.3 106.0 23.1 31.0  99.8

171.4 176.1 93.1 103.6 101.4 106.1 23.7 31.2  100.0

83.5 87.1 86.9 94.5 101.1 105.2 24.3 30.9  100.3

81.8 84.7 91.5 98.2 101.2 105.2 24.1 31.0  100.4

84.7 90.7 96.2 102.7 100.5 104.6 24.4 30.8  100.3

83.8 88.5 97.7 102.7 102.2 106.0 23.8 30.0  100.5

- - - - - - - -  101.1

対前年同月（期）比（％）

0.6△      0.1 2.5△      1.0△      2.2 2.1 0.1 0.7 2.3△        

0.2△      0.5 8.2△      1.5△      0.1 2.1 0.3△      0.2 3.5△        

0.5△      0.4 3.1△      1.0 1.2 2.5 0.5△      0.1 2.3

1.3 0.2 0.6△      1.3 1.2 2.4 0.5△      0.2△      0.9

0.8 0.5 0.9△      1.0 1.0 2.6 0.1△      0.3△      2.1

1.3△      0.2 4.0△      0.9 1.7 2.7 0.2 0.2 2.8

2.4△      0.7 6.3△      1.2 0.8 2.7 0.8 0.4 3.3

3.1△      1.4 2.3 1.2△      0.3 2.0 1.0 0.2△      2.5

1.4 0.3 1.7△      0.7 0.3 2.3 0.7△      0.3△       0.5

2.5 0.4 0.1△      1.5 0.9 2.4 0.7 0.1  1.0

0.0 0.0 0.1 1.5 2.5 2.4 1.0△      0.2△       1.4

0.2△      0.5 6.4△      0.6 0.7 2.6 0.0 0.4△       2.1

0.8 0.6 1.8 1.6 1.2 2.7 0.5 0.1  2.1

1.4 0.4 2.6 0.7 1.4 2.6 0.2△      0.2  2.2

0.9 0.6△      0.9△      0.6 1.8 2.7 0.0 0.0  2.5

3.4△      0.7 6.0△      0.6 1.7 2.5 0.1△      0.0  2.9

2.1△      0.9 4.8△      1.5 1.6 2.7 0.9 0.1  3.0

2.8△      0.2 8.5△      0.7 1.2 2.7 0.0 0.1  3.5

2.8△      0.9 4.0△      1.5 0.7 2.7 0.0 0.1  3.5

2.0△      0.9 6.2△      1.5 0.6 2.6 0.6 0.2  3.0

2.5△      1.2 0.8 2.0△      0.5 1.8 0.6 0.3△      2.7

3.8△      1.0 2.6 0.9△      0.2 2.0 0.2△      0.1 2.6

3.0△      2.0 3.3 0.9△      0.2 1.9 0.3 0.2△      2.1

1.2△      0.8 10.4 0.9△      1.4 1.6 0.6△      0.8△      2.1

- - - - - - - - 2.7

全産業５人以上 平成27年＝100

平成27年＝100 総平均

福島県統計調査課「福島県の賃金、労働時間及び雇用の動き」

厚生労働省「毎月勤労統計」

   18 現金給与総額
       指数（名目）

    19 所定外労働
        時間指数

20 常用雇用指数
21 パートタイム
労働者比率

福島県 全　国 全　国福島県 全　国 福島県 全　国 福島県 全　国

対前月（期）（ポイント）

日本銀行「企業
物価指数」
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29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

物価 企業・金融

福島市 福島県 全　国 福島県
生鮮食品 生鮮食品

を除く総合 を除く総合

（件） （百万円） （件） （億円） （億円） （億円） （百億円） （百億円）

100.0 100.0 100.0 100.0 34 7,824 8,812 21,124 97,836 42,173 67,911 47,594

99.9 99.7 99.9 99.7 50 19,567 8,446 20,063 100,148 44,039 73,434 49,157

100.3 100.1 100.4 100.2 56 20,026 8,405 31,676 99,740 45,175 76,324 50,524

99.8 99.5 99.9 99.7 10 2,046 2,079 4,111 100,106 44,864 74,850 49,637

100.4 100.1 100.3 100.2 17 3,408 2,188 17,993 99,829 44,581 75,091 49,574

100.2 100.1 100.3 100.2 11 1,286 2,032 3,181 99,326 44,862 75,516 50,042

100.8 100.5 100.9 100.7 18 13,286 2,106 6,391 99,740 45,175 76,324 50,524

101.1 100.3 101.2 100.5 11 5,242 2,041 3,272 100,325 45,904 77,834 50,916

99.9 99.5 100.0 99.6 3 532 605 1,285 99,455 43,998 73,416 49,030

99.8 99.4 99.8 99.6 2 200 688 1,158 99,162 43,990 73,539 49,087

99.8 99.6 99.9 99.8 5 1,314 786 1,668 100,106 44,864 74,850 49,637

100.3 100.1 100.3 100.1 3 570 680 1,041 100,814 44,580 75,314 49,384

100.4 100.2 100.4 100.3 6 1,052 802 1,069 99,802 44,543 75,316 49,399

100.4 100.1 100.2 100.2 8 1,786 706 15,883 99,829 44,581 75,091 49,574

100.1 100.0 100.1 100.1 6 610 714 1,099 99,031 44,819 75,384 49,616

100.0 99.9 100.3 100.3 2 90 639 924 99,117 44,867 75,456 49,598

100.6 100.3 100.5 100.3 3 586 679 1,158 99,326 44,862 75,516 50,042

100.6 100.6 100.6 100.6 2 420 733 959 99,549 44,736 76,043 49,834

100.7 100.5 100.9 100.7 5 1,072 677 1,457 99,502 44,760 76,459 49,983

101.0 100.4 101.2 100.7 11 11,794 696 3,976 99,740 45,175 76,324 50,524

101.4 100.2 101.3 100.4 4 3,898 635 1,046 98,541 45,056 76,350 50,422

101.0 100.2 101.3 100.6 5 1,064 617 900 98,156 45,153 76,519 50,384

100.9 100.5 101.0 100.6 2 280 789 1,327 100,325 45,904 77,834 50,916

100.8 100.6 100.9 100.9 7 1,026 650 955 99,147 45,422 78,553 50,829

- - - - 7 343 767 1,044 - - - -

対前年同月（期）比（％）

0.8 0.5 0.8 0.5 9.7 6.7 9.4△     12.7 6.4 2.9 2.8 3.2

0.1△   0.3△   0.1△   0.3△   47.1 150.1 4.2△     5.0△      2.4 4.4 8.1 3.3

0.4 0.4 0.5 0.5 12.0 2.3 0.5△     57.9 0.4△        2.6 3.9 2.8

0.5 0.2 0.3 0.2 11.1 34.2△      3.0△     11.8△     1.4 4.1 6.2 3.4

0.2 0.1 0.4 0.4 15.0△   38.0△      2.8 449.5 0.2△        4.5 5.0 3.7

0.5 0.4 0.6 0.6 8.3△     87.3△      2.6△     5.1△      0.7 3.6 5.2 3.5

0.5 0.8 0.6 0.9 100.0 1,464.9 1.0 27.2△     0.4△        2.6 3.9 2.8

1.3 0.8 1.3 0.9 10.0 156.2 1.8△     20.4△     0.2 2.3 4.0 2.6

0.7 0.3 0.4 0.1 50.0 68.1△      10.4△   1.2 3.2 4.2 8.3 3.2

0.5 0.3 0.3 0.2 0.0 66.7△      4.8△     29.2△     3.7 4.1 7.0 3.7

0.2 0.1 0.2 0.2 0.0 55.7 5.4 5.2△      1.4 4.1 6.2 3.4

0.1 0.2 0.4 0.3 50.0 23.9 2.2△     0.7 1.0 4.6 5.6 3.9

0.1 0.0 0.4 0.4 40.0△   74.9△      19.5 7.7△      1.7 4.4 5.3 3.8

0.3 0.1 0.4 0.4 0.0 111.6 7.5△     1,367.6 0.2△        4.5 5.0 3.7

0.4 0.3 0.4 0.5 20.0 51.2△      0.3 11.4△     0.0 4.3 5.9 3.7

0.2 0.2 0.7 0.7 60.0△   99.0△      12.0△   26.7△     1.0 4.3 5.8 3.6

1.0 0.8 0.7 0.7 50.0 463.5 4.6 36.1 0.7 3.6 5.2 3.5

0.4 0.9 0.2 0.8 60.0△   62.8 7.3 13.8△     1.4 3.1 5.6 3.3

0.4 0.8 0.6 0.9 66.7 119.2 2.3△     75.5△     1.1△        3.0 4.9 2.9

0.7 0.6 1.0 0.9 1,000.0 11,462.7 2.0△     131.6 0.4△        2.6 3.9 2.8

1.5 0.8 1.4 0.9 33.3 632.7 5.0 18.6△     0.9△        2.4 4.0 2.8

1.3 0.8 1.5 1.0 150.0 432.0 10.3△   22.3△     1.0△        2.6 4.1 2.6

1.1 0.9 1.1 0.9 60.0△   78.7△      0.4 20.5△     0.2 2.3 4.0 2.6

0.5 0.5 0.6 0.7 133.3 80.0 4.4△     8.3△      1.7△        1.9 4.3 2.9

- - - - 16.7 67.4△      4.4△     2.4△      - - - -

平成27年＝100 負債総額1,000万円以上 年･期・月末残高　県の預貸残高は銀行･第2地銀・信用金庫

対前年同月（期）比は旧基準年による公表値 ･信用組合の計（１３銀行、８信金、６信組ベース（県内店舗分））

総務省統計局「消費者物価指数」 預金残高は実質預金（総預金から切手手形を控除したもの）

25 金融機関預貸残高23 消費者物価指数 24 企業倒産

預金残高 貸出残高

全　国 全  国

総合 総合 件数 負債総額 件数 負債総額 預金残高 貸出残高

㈱東京商工リサーチ福島支店・郡山支店「福島県企業倒産
状況」、㈱東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」 日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」、日本銀行「金融経済統計月報」
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29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

29年 Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

30年 Ⅰ

29年 1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

30年 1月

2月

3月

4月

5月

区分

平成27年　

28年　

29年　

年月

資料

平成27年　

28年　

29年　

備考

出所

企業・金融 中小企業の業況 市場

28 株式 29 円相場

福島県 全国 福島県 株価
地元地銀・ 国内銀行 全産業 製造業 非製造業 東証株式 東京市場

 第二地銀 建設業 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業 （第１部） 米ドルスポット）

（％） （％） （円） （円/米ﾄﾞﾙ）

1.072 1.110 - - - - - - - 19,203.77 121.09

0.911 0.998 - - - - - - - 16,920.48 108.77

0.914 0.946 - - - - - - - 20,209.03 112.13

0.904 0.982 - - - - - - - 19,245.01 113.56

0.898 0.969 - - - - - - - 19,520.43 111.06

0.893 0.955 - - - - - - - 19,873.05 110.97

0.914 0.946 - - - - - - - 22,182.06 112.95

0.881 0.932 - - - - - - - 22,333.55 108.12

0.912 0.996 - - - - - - - 19,194.06 114.73

0.910 0.992 - - - - - - - 19,188.73 113.06

0.904 0.982 22.9△  10.4△  34.2△  26.0△  46.2△  33.0△  29.7△  19,340.18 113.01

0.915 0.982 - - - - - - - 18,736.39 110.06

0.899 0.976 - - - - - - - 19,726.76 112.21

0.898 0.969 20.5△  1.3△    37.0△  35.5△  37.7△  41.1△  31.1△  20,045.63 110.91

0.894 0.965 - - - - - - - 20,044.86 112.44

0.892 0.962 - - - - - - - 19,670.17 109.91

0.893 0.955 18.3△  4.2 39.0△  31.3△  42.4△  41.2△  38.7△  19,924.40 110.68

0.906 0.955 - - - - - - - 21,267.49 112.96

0.917 0.954 - - - - - - - 22,525.15 112.92

0.914 0.946 15.6△  7.4 35.2△  32.6△  37.7△  39.8△  28.8△  22,769.89 112.97

0.910 0.943 - - - - - - - 23,712.21 110.77

0.904 0.940 - - - - - - - 21,991.68 107.82

0.881 0.932 18.6△  2.1 36.9△  41.8△  33.4△  34.9△  40.3△  21,395.51 106.00

0.876 0.929 - - - - - - - 21,868.79 107.43

- - - - - - - - - 22,590.05 109.69

対前月（期）

0.110△    0.070△   - - - - - - - 3,743.34 15.30

0.161△    0.112△   - - - - - - - 2,283.29△  12.32△     

0.003 0.052△   - - - - - - - 3,288.55 3.36

0.007△    0.016△   - - - - - - - 1,293.08 4.14

0.006△    0.013△   - - - - - - - 275.42 2.51△       

0.005△    0.014△   - - - - - - - 352.61 0.08△       

0.021 0.009△   - - - - - - - 2,309.02 1.98

0.033△    0.014△   - - - - - - - 151.49 4.83△       

0.001 0.002△   - - - - - - - 128.03 1.22△       

0.002△    0.004△   - - - - - - - 5.33△        1.67△       

0.006△    0.010△   0.4△    1.0 1.9△    11.4△  14.7△  4.8 10.3 151.45 0.05△       

0.011 0.000 - - - - - - - 603.79△     2.95△       

0.016△    0.006△   - - - - - - - 990.37 2.15

0.001△    0.007△   2.4 9.1 2.8△    9.5△    8.5 8.1△    1.4△    318.87 1.30△       

0.004△    0.004△   - - - - - - - 0.77△        1.53

0.002△    0.003△   - - - - - - - 374.69△     2.53△       

0.001 0.007△   2.2 5.5 2.0△    4.2 4.7△    0.1△    7.6△    254.23 0.77

0.013 0.000 - - - - - - - 1,343.09 2.28

0.011 0.001△   - - - - - - - 1,257.66 0.04△       

0.003△    0.008△   2.7 3.2 3.8 1.3△    4.7 1.4 9.9 244.74 0.05

0.004△    0.003△   - - - - - - - 942.32 2.20△       

0.006△    0.003△   - - - - - - - 1,720.53△  2.95△       

0.023△    0.008△   3.0△    5.3△    1.7△    9.2△    4.3 4.9 11.5△  596.17△     1.82△       

0.005△    0.003△   - - - - - - - 473.28 1.43

- - - - - - - - - 721.26 2.26

（総合） 前年同期と比較して、業況が「良化」と回答した企業の割合から 日経平均(225種) （期中平均値）

年・月末残ベース 「悪化」と回答した企業の割合を減じた数値　　（四半期月末時点） （期中平均値）

(公財)福島県産業振興センター「中小企業景気動向調査」 日本経済新聞社 日本経済新聞社

日本銀行「金融経済統計月報」

26 貸出約定平均金利 27 中小企業業況DI

日本銀行福島支店「福島県金融経済概況」
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４ 参考

１ 中小企業景況レポート（福島県中小企業団体中央会）５月分

食品製造業 

（１）漬物：運送費、ガソリン代、添加物、人件費などあらゆる物が値上がりしている。

また、人手不足が影響する企業も多くなってくると思われる。 

（２）味噌醤油：４～５月にかけ主原料、副材料、容器資材の軒並み値上げが続き深刻

な状況にある。特に物流関連の影響が顕著で、人員不足と燃料急騰が目立つほか、海外

依存原料の値上がりが大幅な製造コストアップになっている。 

（３）菓子：必要としている原材料が買えず苦慮しており、厳しさが一層増している。

また、廃業した企業もあり、状況は良くない。 

（４）乾麺：麦価改定により粉価も値上げするが、納品の値上げはできない。仕入れコ

ストや運送費、人件費の上昇並びに風評被害で中小メーカーは苦しい経営にある。 

（５）酒造：吟醸酒、純米酒の売り上げは前年対比 100％超だが、数量で見ると 98％と

なっている。中でも特定名称酒の割合が全体の 55％と安定的に伸びており、明るい材料

である。全国新酒鑑評会において金賞受賞酒が６年連続日本一となり、県内外に情報発

信している。 

（６）食品団地：例年以上の暖かさが影響し、季節商品が前倒しだが消費等は例年に近

い推移。原油価格上昇が大きく、収益に大きな影響を与えている。 

繊維工業 

（７）ニット：業界で実施の共同販売会の売り上げが前年より減少し、消費者の購買意

欲の低迷が目立つ。ＰＲ等の工夫が更に必要である。 

木材・木製品製造業 

（８）製材業：原木について、市場への出材が昨年に比べやや少ないこと、工場の手当

が大きく落ち込まないことにより、スギ柱取りやスギ中目の相場は横ばい。製材品につ

いて、県内は復興関連や非住宅向けで注文材に動きが見られるが、製品の引き合いは県

内外ともに低調。ヒノキ土台やスギ母屋角など品薄が続く製品への引き合いは強い。 
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（９）外材輸入：プレカット工場の稼働率は順調、一般製材品の荷動きは品不足の影響

が多少見える。 

紙・紙加工品 

（１０）紙器・段ボール箱：製品の品質に対する要求が高く厳しさを増しており、業界

は経営環境にどう対応していくかが求められている。 

印刷 

（１１）印刷業：連休が影響し例年受注状況も低迷する月となり、各社とも前年同月の

売り上げを下回る見通し。 

窯業・土石製品 

（１２）陶磁器：産地全体として観光客数が減少傾向にある。 

（１３）砕石：前月同様、公共工事及び民間工事からの注文が伸びず、昨年対比で約 30％

減少している。 

（１４）生コン： 

平成 30 年 5 月の組合員生コン出荷数量は、137,891  と対前年同月比-0.4%。出荷数量

の内訳は、民需が対前年同月比+3.4％、官公需が-8.3％であった。 

 ○民需の動向 

 対前年同月比 +3.4％ 

 対前年同月比増加地区  

県北地区 ：+35.7％ 病院駐車場、マンション新築工事等 

県中地区 ：+35.7％ マンション新築工事、工場建設工事等 

会津地区 ：+11.6％ ダム・発電所、店舗新築工事等 

対前年同月比減少地区 

白河地区 ：-2.2％ 施設工事、倉庫建設工事等 

いわき地区：-11.3％ 倉庫増築工事等 

相双地区 ：-32.9％ 発電所関連施設工事等 

 ○官公需の動向 

対前年同月比 -8.3％ 

対前年同月比増加地区 

いわき地区：+32.7％ 常磐道４車線化工事、湾岸壁工事、市内病院新築工事 

相双地区 ：+41.7％  楢葉町屋内体育館新築工事、海岸復旧工事等 

対前年同月比減少地区 

県北地区 ：-60.1％ 伊達・桑折間跨線橋工事、伊達市役所本庁舎増築工事等 
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県中地区 ：-43.7％ 麓山調整池築造工事、須賀川市ゴミ処理施設工事等 

白河地区 ：-49.4％ 千五沢ダム改築工事等 

いわき地区：-35.0％ 常磐道 4 車線化工事、市内病院新築工事等 

会津地区：-50.7％ 城北小学校改築工事等 

（１５）各種プラント機器: 先月に引き続き定修工事の増加に伴い売上高が前月比で3.4

倍と飛び抜けて増加した。前年同月比も増加し、先行きに期待が持てる。 

その他の製造業 

（１６）漆器：連休の売上が伸び悩んだが、中盤からは堅調な動きとなった。 

卸売業 

（１７）卸売業：全体として特徴的な動きはなかったが、やや暑い日もあり飲料品が微

増した。酒類業界は特に主力商品のビールの売り上げが厳しく全体的に消費量が微減。

人口減少や復興需要の減少、若者の酒離れが影響しているとみられる。最近はホームセ

ンターやドラッグストアが好調で販売チャネルがシフトしつつある。今後は日本酒をは

じめ付加価値の高い商品の販売に力点を置きたい。 

（１８）再生資源：鉄スクラップは連休前は低調であったが、中旬以降強基調で推移。

古紙市場は、依然低調で回復の見込みがない状況が続いている。 

小売業 

（１９）共同店舗（ショッピングセンター）：先月に引き続き、売上高、来店客ともに

前月比不変、前年比売上減少。消費者人口減少に加え、購買活動の低迷を感じる。 

（２０）石油：原油価格高騰により国内製品価格が急激に上昇（３月末より２ヵ月間で

約 10 円／リッター）。転嫁できている地区とそうでない地区では景況が異なってきてい

る。６月からは原油価格が落ち着き、価格が下落傾向になると予想できる。 

（２１）青果：野菜単価は平年並みで落ち着きを見せるが、今までの単価高騰の反動か

らか伸び悩んでいる。来月より梅の販売をするにあたり、消費者の需要低迷も見られる

ため、売り上げにつながるようＰＲが必要である。 

（２２）家電：全体的にエアコンの動きが良くなっており、今後は天候により変動が生

じるだろう。 
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商店街 

（２３）商店街（福島市）：連休にも関わらず街に人が集まらず生活習慣・郊外化への

対応が必要。駅前再開発の具体化までは不安が続くと思われる。 

（２４）商店街（郡山市）：商店街春の最大イベントの際は昨年並みの人出があったが、

それ以外は伸び悩んだ。商店街を悩ませていたカラスが少なくなり、綺麗な環境を保て

ている。この先に続くイベントにも期待したい。 

（２５）商店街（南相馬市）：今月は大きなイベントもなく閑散ぎみ。夏に発行する自

治体発行のプレミアム商品券による経済効果が大きいと予想されるため、発行に合わせ

イベントを企画し、盛り上がりにつなげていきたい。 

（２６）商店街（会津若松市）：５月は天候不順で品揃えに苦労した。天候も安定せず

客足も遠のいた。連休中は各地でイベントを実施、集客につながった様子であった。イ

ベントに頼らず、連休中に来店してもらえる工夫が必要である。 

（２７）商店街（いわき市）：連休中は大型店含め物販店の売上が低迷であった。消費

は低迷傾向にあり、連休の過ごし方も変化している。また、連休中は休む店舗も増えて

いる。後半は大型モールの進出もあり来街者が少なく苦戦した。 

サービス業 

（２８）クリーニング業：石油価格上昇による経費増加が続き、来月以降も続くと見込

まれる。春季の需要（冬物衣料）が落ち着き、更に厳しさを見せるだろう。 

（２９）旅館業（いわき湯本）：原発の風評被害で業績が伸びない。 

（３０）旅館業（土湯温泉）：連休と週末は例年並み、平日は極端に少ない。日帰りの

団体客も少なく、今年は特に顕著であった。東北中央道の開通や大型道の駅の開店など

人の流れが大きく変わってきている。他観光地との差別化を図るため、市内観光客のデ

ータベース化を図る必要がある。 

（３１）理容業：期待していた程の状態にならず、原因もわからないが、単に震災の影

響だけではないと感じる。集客方法やメニューの工夫をするも好結果につながらない。

人件費などの諸経費は増加し、スタッフを抱えての営業が厳しくなっている。 
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建設業 

（３２）建設業（県南地区）：市町村発注の土木工事が若干増加したが、公共建築工事

は目立った物件がない。民間建築工事は小規模マンション建築など多少はあるが全体と

して低調である。 

（３３）管工事：前月比で給水設備申請が減少、排水設備申請が増加した。前年同月対

比では給水・排水設備申請ともに減少している。 

運輸業 

（３４）トラック団地（県北地区）：燃料費増加が利益を圧迫、収益悪化は避けられな

い状況にある。 

（３５）ハイヤータクシー：毎年、連休の関係で低調傾向にあるが、今年は天候も更に

関係したと見られる。 
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2  景気動向指数（福島県）
　概  括

※CI(Composite indexes) : 景気変動の勢いや大きさといった、景気の強弱を定量的に計測する指数であり、採用系列の

　　　　　　　　　　　　　　　　　変化率（前月比）を合成して作成。

※グラフ上の景気基準日付のうち、シャドウ部分は景気後退期を示している。

区　分 景　気　動　向　指　数　（ＣＩ指数）

年　月 先行指数 一致指数 遅行指数 先行指数 一致指数 遅行指数

H29年11月　 93.1 88.4 96.4 107.4 117.4 117.7
12月　 94.3 90.3 97.2 106.6 118.9 117.8
1月　 91.8 88.7 98.6 105.7 115.0 117.9
2月　 92.4 93.5 98.9 105.9 115.8 118.2
3月　 92.1 95.8 95.7 104.5 116.0 118.2
4月　 93.4 96.4 97.3 105.6 117.7 116.9

採用指標数 ７指標 ９指標 ６指標 １１指標 ９指標 ９指標

資 料 県：統計課「福島県景気動向指数」

出 所 国：内閣府経済社会総合研究所「景気動向指数」

※一部の計数は速報値を用いており、確報訂正により、前回発表の計数と相違する場合がある。

※DI(Diffusion Indexes)   : 景気局面とその転換点の把握を目的として、採用系列の変化の方向（３か月前比）を合成して指数を作成。

 　　   　  　　　　　　　　　 　　　　　おおむね3か月連続して50％を上回っていれば景気拡張局面、下回っていれば景気後退局面と判断される。

　【景気基準日付設定～第15景気循環～】

　　　本県の第15景気循環の山を「平成24年4月」、谷を「平成24年9月」と設定した。

　　　景気拡張期間は36か月、景気後退期間は5か月となり、全循環は41か月となった。 あ

　    　　9.3      　　 11.6   　　12.10   14.1

図１　景気動向指数（ＣＩ）グラフ　＜一致指数＞ (H22=100)

　4月の景気動向指数（ＣＩ：コンポジット・インデックス、H22年=100）は、先行指数93.4ポイント、

一致指数96.4ポイント、遅行指数97.3ポイントとなった。

　先行指数は、前月（92.1ポイント）を1.3ポイント上回り、2か月振りの上昇となった。

　一致指数は、前月（95.8ポイント）を0.6ポイント上回り、3か月連続の上昇となった。

　遅行指数は、前月（95.7ポイント）を1.6ポイント上回り、2か月振りの上昇となった。

　    山　　　　 　谷　　　　　  山     谷

　　　　　　19.10　　 21.4　　　　　　24.4　24.9　　　
　　　　　　　　山         谷　　　　　　　  山　   谷

　CI指数表

図２　景気動向指数(ＤＩ)グラフ　<一致指数＞

福島県（平成30年6月26日公表） 全　国（平成30年6月7日公表）(速報値)

　　　　　　　　　　　　山　　　　　谷　　 　　　　　 山　　　谷　　　 山　　谷　　　　　　　　　　　　山　　　谷　　　　　山　　谷
 　  　　　　　　 　　  3.6　　　　  6.2               9.3     11.6    12.10   14.1　　　　　　 　　　　19.10   21.4          24.4  24.9
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5

「福島県金融経済概況」

「月例経済報告」

　最終需要の動向をみると、公共投資は、震災からの復興へ向けた取り組みが続く下で高水準にあるもの

の、大幅に減少している。住宅投資も、減少している。個人消費は、持ち直しの動きが鈍化した状態が続

いている。設備投資は、底堅く推移している。

　鉱工業生産は、自動車関連や産業用機械向けなどを中心に増加しており、生産活動は全般に繁忙度

の高い状況となっている。

　雇用・所得環境は、強い人員不足感が続く中、総じてみれば、緩やかに改善している。

　先行きについては、震災前に比べて高水準の経済活動は維持されるものの、当面、足踏み状況が続くと

みられる。今後とも、復興需要のピークアウトの影響を注視しつつ、県内の生産活動の活発化とその個人

消費への波及の状況を点検していくことが必要である。

　日本銀行福島支店平成30年6月11日

平成30年6月19日 　内閣府

「最近の県経済動向」総合判断

企業収益は、改善している。企業の業況判断は、改善している。
雇用情勢は、着実に改善している。
消費者物価は、このところ緩やかに上昇している。

　先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続

くことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。

（政策態度）

個人消費は、持ち直している。

（基調判断）

設備投資は、緩やかに増加している。
輸出は、持ち直している。
生産は、緩やかに増加している。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成28年（2016年）熊本地震からの復旧・復興に向けて取

り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものとし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現してい

く。このため、「経済財政運営と改革の基本方針2018」、「未来投資戦略2018」、「規制改革実施計画」及び

「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」を閣議決定した。今後、これらに基づき経済財政運営を進める。ま

た、「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行する。さらに、人づくり革命と生産性革命を車の両輪として

少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、昨年12月に閣議決定した「新しい経済政策パッケージ」及

び6月13日に取りまとめた「人づくり革命基本構想」を着実に実行する。働き方改革については、今国会に

おいて関連法案の成立を図る。また、平成29年度補正予算及び平成30年度予算を迅速かつ着実に実施

する。

　好調な企業収益を、投資の増加や賃上げ・雇用環境の更なる改善等につなげ、地域や中小・小規模事

業者も含めた経済の好循環の更なる拡大を実現する。

　日本銀行には、経済・物価情勢を踏まえつつ、２％の物価安定目標を実現することを期待する。

県内景気は、回復に向けた動きが足踏み状態にある。

【前月からの基調の変化：前月据置】

景気は、緩やかに回復している。

【前月からの基調の変化：前月据置】

6月(6月26日公表)

前月据置 前月据置
総合判断 　県内の景気は、持ち直しの動きが

弱まりつつある。

5月(5月24日公表)
判断の

変化方向

判断の

変化方向

　県内の景気は、持ち直しの動きが
弱まりつつある。

- 32 -



「最近の県経済動向」はホームページでも御覧いただけます。

※　次回公表予定日は 平成30年7月 下旬です。

■ 御利用にあたって ■

「最近の県経済動向」では、本県経済の動向の判断に資するよう、県内の経済状況をマクロ的
観点から簡潔に概況を述べ、視覚的にもとらえやすくできるようグラフも併せて示しています。
採用している経済指標については、経済統計上の重要性、速報性に着目して29の指標を選
んで、全国の推移状況とも比較できるようにしています。さらに、福島県景気動向指数の要点を
グラフで示しています。一部の計数は速報値を用いており、確報訂正や遡及改定により、前回
発表の計数と相違する場合があります。
また、参考として県内の景況感に県民の生の声を反映させることを目的に、(公財)福島県産業
振興センターの中小企業景気動向調査結果（四半期公表）や福島県中小企業団体中央会が
行っている「中小企業景況レポート」(月次公表）を掲載しております。さらに、日本銀行福島支店
の「福島県金融経済概況」、 内閣府の「月例経済報告」の中から毎月の概要を抜粋して掲載し
ております。

■ お願い ■

本統計表から抜粋又は新たに資料を作成して利用する場合は、
福島県統計課 『最近の県経済動向』から抜粋（又は作成）した旨を明記してください。

福島県企画調整部統計課

〒960-8043 福島市中町8番2号
電話 024(521)7148 内線 (2430)
FAX   024(521)7892
E-mail  toukei@pref.fukushima.lg.jp

ふくしま統計情報ＢＯＸ 検索


